
人

１

２

１

２

（注）給料月額は、給与抑制措置を行う前のものです。

人 件 費住民基本台帳人口

（平成21年度末）

56,936

人

海南市の給与・定員管理等について

276,997 806,578 3,276,117 5,967

千円

6,119

千円

（参考）

１　　総括　

（１）　人件費の状況　（普通会計決算）

Ａ

歳 出 額

平成20年度の人件費率

人 件 費 率

Ｂ/Ａ

区 分

21年度 ％

24,714,658

千円 千円

実 質 収 支

Ｂ

一人当たり給与費

％

210,690 4,735,000 19.2 21.4

千円

千円

（２）　職員給与費の状況　（普通会計決算）

区 分 （参考）類似団体平均給 与 費

期 末 ・ 勤 勉 手 当職 員 手 当 計　Ｂ 給与費 Ｂ/Ａ

一 人 当 た り

千円 千円

給 料

千円

549

（注）

21年度

2,192,542

職員数

Ａ

　職員手当には退職手当を含みません。

　職員数は、平成22年４月１日現在の人数です。

（４）　ラスパイレス指数の状況　（各年４月１日現在）

　　　　　－

（３）　特記事項

　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

（注） 　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。

４級 ５級 ６級 ７級

222,900 261,900 289,200 320,600

２　　一般行政職給料表の状況　（22年4月1日現在）　

（単位　：　円）

１級 ２級 ３級

366,200

最高号給の
給料月額

243,700 309,400 356,600 390,500 403,000

１号給の
給料月額

135,600 185,800

425,100 459,100

98.1

96.3

97.6

98.8

97.7

98.8

90

95

100

105

海南市 類似団体平均 全国市平均

(H17)
(H17)

(H17)
(H22) (H22)

(H22)



歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

円 円

円 円

円 円

※年収ベースの「公務員（C)」及び「民間（D)」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員は前年度に支給さ

れた期末・勤勉手当、民間は前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

１

２

46.9海南市

平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

394,869

407,275 451,010

444,843

③高等学校教育職

区 分

された者など、いわゆる非正規雇用の者も含まれています。

平均給与月額 平均給与月額

45.3

（注） 　「平均給料月額」とは、平成22年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

平均給料月額

類似団体 44.5 377,985 435,036

ことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

和歌山県 46.6 394,133

和歌山県

404,553

41.9

（ 国 ベ ー ス ）

３　　職員の平均給与月額、初任給等の状況　

（１）　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況　（平成22年４月１日現在）

①一般行政職

区 分 平 均 年 齢

職員数

海南市

395,666国

336,647 415,429

－

374,041

うち清掃職員

類似団体

うち清掃職員

うち調理員

類似団体

50.1

51.1

－

区 分

325,579

うち調理員 5,600,709

6,553,694

海南市 44.0 340,600

国

和歌山県

49.3

②技能労務職

43.8 335,606 394,618 366,140

363,573

42.8和歌山県

※民間データは、賃金構造基本統計調査で公表されているデータを使用しています。

5,937,596 ー

1.60

－

対応する民間
の類似職種

平均年齢

49.8

50.3

Ａ/Ｂ平均給料月額
平均給与月額

（Ａ）

294,000

参 考公　　務　　員 民　　　間

41 378,952 －363,192

平均給与月額
（Ｂ）

－

区 分
平均年齢

19

343,974

399,250 44.6

350,900

12

ー ー

49

374,200

平均給与月額
（国ベース）

48.7

45.7

－

316

1.71

－－ －

328,520

－

－－

－

4,085,100

－

廃棄物処理従業員

調理師

－

312,374

10 348,500 360,950 －

337,500 355,632 341,600

370,580

387,297 －

－

342,512

3,955

422,967 1.44

1.47242,700

284,514

367,815

322,291

公務員
（Ｃ）

ーその他

3,280,000

－

－

－

海南市

－

－

④幼稚園教育職

参　　　考

年 収 ベ ー ス （ 試 算 値 ） の 比 較

民間
（Ｄ）

Ｃ/Ｄ

また、雇用形態についても、民間データには日々又は１カ月以内の期間を定めて雇用されている者のうち１月に18日以上雇用

※民間の類似職種等の比較にあたっては、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。

330,351

43.3 330,615

平均給与月額

356,088

区 分 平 均 年 齢

341,462

438,880

類似団体

海南市

平均給料月額

43.7

　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の額を

合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていない

その他 49.4



円

円

円 円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円 円

円

円

円

円 円

※学歴は給与決定上の学歴区分であり実際の学歴とは異なります。

１

２

６級 ７級５級

旧給料表（平成17年度以前）

新給料表（平成18年度以降）

機構改革後給料表（平成20年度以降） １級 ３級

４級 ５級 ６級

２級 ４級

７級

２級 ４級 ５級

３級

主事　技師

主事　技師

-

-

次長

（２）　職員の初任給の状況　（平成22年４月１日現在）

-

140,100

区 分 海 南 市 和 歌 山 県 国

一 般 行 政 職

199,700

141,900技 能 労 務 職 高 校 卒 140,100

高 校 卒 140,100 144,500

中 学 卒 135,600 129,200

高等学校教育職 大 学 卒 199,700

高 校 卒 281,850

312,614

高 校 卒

（３）　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況　（平成22年４月１日現在）

該当者なし

区 分 経験年数１０年 経験年数１５年

高 校 卒 該当者なし

該当者なし

経験年数２０年

361,017

中 学 卒

課長

４　　一般行政職の級別職員数等の状況　

一 般 行 政 職 大 学 卒 257,100

％

構 成 比

１ 級 人

２ 級

24 8.4

303,350

％

（１）　一般行政職の級別職員数の状況　（平成22年４月１日現在）

区 分 標 準 的 な 職 務 内 容 職 員 数

23 人 8.0

３ 級 63 人 22.0 ％係長　主査

- ％

（注１） 平成18年度に8級制から6級制（旧給料表の1級及び2級、並びに4級及び5級をそれぞれ統合。）に変更しました。

４ 級 133 人 46.5 ％課長補佐　係長　主査

（注）

36 人

　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

7 人 2.4 ％

６ 級 - 人

12.6 ％

　海南市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

７ 級 部長

５ 級

-

-

181,200

172,200

140,100

Ⅰ種

Ⅱ種

172,200 199,700

該当者なし

技 能 労 務 職

172,200 円 178,800 円

154,900

教 育 職 大 学 卒

大 学 卒

高等学校教育職 大 学 卒 345,176 該当者なし

該当者なし

教 育 職 大 学 卒 267,700

該当者なし 該当者なし

高 校 卒 該当者なし

該当者なし

該当者なし 該当者なし

該当者なし 361,400

６級

８級

３級１級

（注２） 平成20年度の機構改革の際、6級制から7級制に変更しました。（部長級を7級とし、次長級を6級としました。）

１級 ２級

１級

8.4%
１級

8.2% １級

0.0%

２級

8.0%

２級

10.3% ２級

10.5%

３級

22.0%

３級

22.7%
３級

12.3%

４級

46.5%

４級

41.3%

４級

6.3%

５級

12.6%
５級

15.1%

５級

17.5%

６級

0.0%

６級

0.0%

６級

35.8%

７級

2.4%
７級

2.4%
７級

13.0%

８級

4.5%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成22年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比



海南市（高等学校教育職） 0.5 ％ 15 人 -

（平成22年４月１日現在）

支 給 対 象 地 域 支 給 率 支 給 対 象 職 員 数

25,333

支給実績（平成21年度決算）

％

国の制度（支給率）

支給職員１人当たりの平均支給年額（平成21年度決算）

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

１人当たり平均支給額（平成21年度）

千円 千円

１人当たり平均支給額（平成21年度）

（２）　昇給への勤務成績の反映状況

（加算措置の状況）

５　　職員の手当の状況　

（１）　期末手当・勤勉手当

海 南 市 和 歌 山 県 国

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

1,7081,476

（平成21年度支給割合） （平成21年度支給割合）

2.75 2.75 月分 1.40 月分

（　 1.50） 月分 （　　0.70） 月分

月分 月分1.40 2.75 月分

期末手当 勤勉手当

（平成21年度支給割合）

月分 （　　0.70） 月分

1.40

職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算　　５～15％

職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算　　　５～20％
・管理職加算　10～20％

職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算　　　５～20％
・管理職加算　10～25％

（注） 　（　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

（　 1.50） 月分 （　　0.70）（　 1.50）

（ 支 給 率 ）

勤勉手当への勤務実績の反映状況

海 南 市

勧奨・定年

月分

（ 支 給 率 ）

- ％

47.50

33.50

（２）　退職手当　（平成22年４月１日現在）

国

自己都合

23.50 30.55

勧奨・定年

月分

月分

自己都合

23.50 月分勤 続 ２ ０ 年

41.34

47.50 月分

59.28

月分

月分

33.50 月分 41.34 月分

30.55

59.28

月分

月分月分 59.28

月分

最 高 限 度 額月分 59.28

勤 続 ３ ５ 年

１人当たり平均支給額

月分

定年前早期退職特例措置2～20％

（３）　地域手当

定年前早期退職特例措置2～20％その他の加算措置

千円24,055

勤 続 ２ ０ 年

勤 続 ２ ５ 年

勤 続 ３ ５ 年

最 高 限 度 額

勤 続 ２ ５ 年

その他の加算措置

月分59.28

59.28

380 千円

円

- 人 - ％海南市

１．勤務評定の実施
　地方公務員法第４０条の規定に基づき、毎年１０月１日を基準日として実施しています。
２．勤務成績の反映
　海南市職員の勤務評定結果の運用に関する要綱に基づき、評定結果を昇格に反映させています。
３．実施状況
　平成２２年度実施の勤務評定の結果、0.2%の職員の昇格を不可としました。

-

１．勤務評定の実施
　地方公務員法第４０条の規定に基づき、毎年１０月１日を基準日として実施しています。
２．勤務成績の反映
　海南市職員の勤務評定結果の運用に関する要綱に基づき、評定結果を勤勉手当に反映させています。
３．実施状況
　平成２２年度実施の勤務評定の結果、評価が基準を上回った1.7%の職員の基準割合に5/100を加算しました。また、評価が基準に満
たなかった1.7%の職員については、基準割合の5/100～10/100を減しました。

月分

月分



従事１回につき 　 200円
ただし、救急業務に係る手当につい
ては、１日につき1,000円を上限とする

- － 消防職員が潜水作業に従事したとき 従事１回につき  1,000円

- 幼稚園の教務主任の職にある職員 －

- －
消防職員が深夜の一部又は全部に
おいて行われる消防通信業務に従事
したとき

- －
消防職員が救急業務、救助活動又
は漏油事故処理作業に従事したとき

- －
消防職員が水火災現場に出動したと
き

従事１回につき    200円

従事１回につき    500円

- －
消防職員がはしご車のはしごに登は
んしたとき

従事１回につき    150円

- －
消防職員が緊急自動車の機関員の
業務に従事したとき

従事１日につき　　100円

月額　4,000円

-
保育所の主任保育士の職にある職員
（さくら園の主任保育士を含む。）

－ 月額　2,000円

-
保育所の所長の職にある職員（さくら
園の指導保育士を含む。）

－ 月額　5,000円

- 保育所の副所長の職にある職員 － 月額　3,000円

- －
行旅死亡人を取り扱う業務に従事し
たとき

従事１回につき 2,000円

- －

職員が深夜（午後10時から翌日の午
前５時までの間をいう。以下同じ。）の
一部又は全部において呼び出しを受
けた緊急の業務に従事したとき

従事１回につき 1,000円

- －

社会福祉法（昭和26年法律第45号）
第15条第4項の規定に基づき、福祉
事務所の所員が家庭訪問し、生活指
導を行う等の事務に従事したとき

従事１回につき 250円

- －
感染症の予防及び発生の防疫作業
に従事したとき

従事１回につき 300円

- －

保健師が感染症の予防及び感染症の患
者に対する医療に関する法律（平成10年
法律第114号）第６条第２項及び第３項に
定める感染症及び市長がこれらに相当す
ると認める感染症（以下「感染症」という。）
の予防指導の業務に従事したとき

従事１回につき300円

8,019

63,142

左記職員に対する支給単価

支給職員１人当たり平均支給年額　（平成21年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合　（平成21年度）

24

千円

円

％23.10

- －
清掃作業に従事する職員がごみの収
集作業に従事したとき

従事１日につき 500円

- －
犬猫等の死体処理の作業に従事した
とき

従事１回につき 500円
ただし、1月1日から1月3日までの間
に従事した場合は、1,000円とする。

（４）　特殊勤務手当　（平成22年４月１日現在）

支給実績　（平成21年度決算）

手当の種類　（手当数）

特に困難な市税の徴収等に従事した
とき

従事１日につき 500円

主 な 支 給 対 象 職 員 主 な 支 給 対 象 業 務

- －
土木作業に従事する職員が危険を伴
う道路及び下水の補修作業に従事し
たとき

従事１日につき 400円

手 当 の 名 称

- －



（６）　その他の手当　（平成22年４月１日現在）

-

- －

消防職員が正規の勤務時間以外の
時間に災害時の緊急業務に従事した
場合において、当該勤務時間の一部
又は全部が深夜に含まれるとき。

従事１回につき  1,000円

79

44,984 千円

（５）　時間外勤務手当

69,847 千円支給実績　（平成21年度決算）

職員１人当たり平均支給年額　（平成21年度決算）

支給実績　（平成20年度決算）

職員１人当たり平均支給年額　（平成20年度決算）

127 千円

千円 円

異なる

千円

千円

円

救急救命士の資格を有し、救急業務
に従事する消防職員

－ 月額　30,000円

- －
職員が災害等により他の自治体に派
遣され、応急作業又は災害調査業務
に従事したとき

従事１日につき　1,000円

－ 月額　3,000円

-
防災航空隊の業務に従事する消防
職員

- －
消防職員が医師の指示に基づき、高
度救命処置手当を実施したとき

従事１日につき　1,000円

支給実績

との異同 （２１年度決算）

国の制度 支給職員１人当たり

平均支給年額

扶養手当 同じ 68,954 千円

手　当　名

同じ

26,726
異なる

円

管理職員特別勤
務手当

同じ

通勤手当

同じ

32,560

交通機関利用者
最高支給限度額55,000円

交通用具使用者
(片道の通勤距離2km以上の職員に支給)
通勤距離に応じて2,500円～26,000円

円

異なる

異なる 38,121 千円 円

行政職給料表の職務の級７級の職員
月額70,000円

行政職給料表の職務の級６級の職員
月額65,000円

消防職給料表の職務の級６級及び第５級の職員
月額60,000円

円

夜間勤務手当 同じ 7,116 千円 円

休日勤務手当 146,553

87,852

2,035

・16歳から22歳までの子１人につき5,000円

・借家、アパート等を借り受け月額12,000円を超える家賃
を支払っている職員家賃に応じ27,000円を限度として支給

・自宅を所有している職員2,500円

(新築、購入５年間4,000円)

高等学校教員特
別手当

職務の級、号給に応じ 2,900円～11,700円

同じ

管理職手当

住居手当

行政職給料表の職務の級５級の職員又は消防職給料表の職
務の級４級の職員のうち重要な業務を所掌する課等の長の
職にあるもの 月額50,000円

行政職給料表の職務の級５級の職員又は消防職給料表の職
務の級４級の職員（課長待遇の者に限る。）のうち上記の
条件に該当しないもの 月額40,000円

休日(祝祭日、年末年始)の正規の勤務時間中に勤務した場
合 １時間あたりの給与額×135/100

正規の勤務時間として午後10時から翌午前5時までの間に
勤務した場合 1時間あたりの給与額×25/100

１回につき4,200円

管理職手当を支給される職員が週休日、休日に勤務した場
合。勤務１回につき 部長級8,000円 課長級6,000円

国の制度と

異なる内容内容及び支給単価

・配偶者13,000円

・配偶者以外の扶養親族のうち１人につき6,500円

・配偶者のいない職員の扶養親族のうち１人目11,000円

国　支給なし

国
支給金額
2,500円

国
支給金額
2,000円～
24,500円

円

（２１年度決算）

2,052 千円

千円 9,599

18,643

114,000

522 千円 円

20,664 千円

宿日直手当 同じ

国
支給対象職員
の職務に応じ
定率制

222,432

87,914

71,092

605,095



円 円 / 円

（ 円 ）

円 円 / 円

（ 円 ）

円 円 / 円

（ 円 ）

円 円 / 円

（ 円 ）

円 円 / 円

（ 円 ）

890,000×在職月数×43.3／100 円 任期毎

745,000×在職月数×25.8／100 円 任期毎

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。

２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額です。

人

（ 人 ）

人

（ 人 ）

〔 〕 〔 〕 〔 〕 人

（注）１　職員数は「定員管理調査」（教育長除く）における職員数です。

２　[ ]内は、条例定数の合計です。

359,000

区 分 給 料 月 額 等

95 91 -4 組織の見直し、事務の効率化

衛 生

28 24

（参考）　類似団体における最高　/　最低額

992,000

-4

６　　特別職の報酬等の状況　（平成22年４月１日現在）　

組織の見直し、事務の効率化

93 88

議 会

総 務 企 画

組織の見直し、事務の効率化

42 43

500,000

副 市 長 745,000 804,000 395,000

市 長 890,000

－

（１）　部門別職員数の状況と主な増減理由

－

－

267,600

副 議 長

給

料

690,000議 長 540,000

－

480,000 620,000

報

酬

区 分

期

末

手

当

市 長

副 市 長

退

職

手

当

市 長

副 市 長

議 員

295,000

26 -1

主 な 増 減 理 由

７　　職員数の状況　

議 長

－

440,000 560,000

（支給時期）

副 議 長

議 員

（平成21年度支給割合）

（平成21年度支給割合）

4.15

4.15 月分

（算定方法） （１期の手当額）

月分

平成22年

職 員 数 対 前 年

増 減 数平成21年部 門

-5

6

税 務

民 生

6

1 クリーンセンター政策部門の充実

20 -2

教 育 部 門 111

49 -2

329 -16

労 働

農 林 水 産

8

51

345

22

9294

550 525 -25

組織の見直し

＜参考＞

104 -7

8

＜参考＞

事務の効率化

類似団体の人口１万人当たりの職員数

27

79.36

人口１万人当たり職員数

756 734 -22

消 防 部 門

小 計

退職者不補充

-2 退職者不補充

土 木

公
営
企
業
等

会

計

部

門

病 院 145 148 3 看護業務の充実

水 道

そ の 他

小 計

人口１万人当たり職員数 128.92

合 計

893

34 35 1

893

＜参考＞

介護事業の充実

3206

一

般

行

政

部

門

組織の見直し

普

通

会

計

部

門

商 工

計

人口１万人当たり職員数

209

92.20

57.78

類似団体の人口１万人当たりの職員数 58.24

9,226,080

18,497,760



人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

（ ％ ）

（ ％ ）

（ ％ ）

（ ％ ）

（ ％ ）

（ ％ ）

（注） 　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。

199 198 205 205

836

206

655 638 615

854 820 778 756 734

101 101 94 94 92

209

573 550 525

104125

101

389

120

359 345 329

141 137

413 400

111

１ ９ 年 ２ ０ 年１ ８ 年

部 門

区 分 ２ １ 年

（単位：人・％）

１ ７ 年 ２ ２ 年

未満

（２）　年齢別職員構成の状況　（平成21年４月１日現在）

～ ～ ～ ～

３５歳

～

４８歳

～

68 78

４３歳 ４７歳 ５１歳

４４歳

65 95 95 70

５２歳

89

５５歳３９歳

２０歳

～ ～

２８歳 ３２歳 ３６歳 ４０歳２４歳

16 42

２７歳

～ ～ 計

２３歳 ３１歳 ５９歳

２０歳

区分

職員数

５６歳 ６０歳

以上

過去5年間の増減数（率）

（３）　職員数の推移

734112 4

5.0

-120 -14.1

-19.8

10

普通会計計

公営企業会計計

総合計

-84 -20.3

-37 -26.2

-9 -8.9

-130

一般行政

教育

消防

0

5

10

15

20

25

20

歳

未

満

20

｜

23

24

｜

27

28

｜

31

32

｜

35

36

｜

39

40

｜

43

44

｜

47

48

｜

51

52

｜

55

56

｜

59

60

歳

以

上

構成比

５年前の構成比

%



人

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。

２　職員数は、平成22年３月31日現在の人数です。

歳 円 円

歳 円 円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、20～21年度に退職した職員に支給された平均額です。

支 給 率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

― ― ％ ― 人 ― ％

（平成22年４月１日現在）

支給実績（平成21年度決算） ― 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算） ―

　ウ　地域手当

１人当たり平均支給額 １人当たり平均支給額

月分

円

支 給 対 象 地 域

59.28 月分

24,055 千円

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置2～20％ その他の加算措置 定年前早期退職特例措置2～20％

27,759 千円

月分

最 高 限 度 額 59.28

勤 続 ３ ５ 年月分

最 高 限 度 額 59.28 月分 59.28 月分

47.50 月分 59.28

月分 41.34月分 勤 続 ２ ５ 年 33.50 月分

勤 続 ３ ５ 年 47.50 月分 59.28

23.50 月分月分 勤 続 ２ ０ 年 30.55

勤 続 ２ ５ 年 33.50 月分 41.34

自己都合 勧奨・定年

月分勤 続 ２ ０ 年 23.50 月分 30.55

　イ　退職手当　（平成22年４月１日現在）

海 南 市 水 道 事 業 海南市（一般行政職）

（ 支 給 率 ） 自己都合 勧奨・定年 （ 支 給 率 ）

（注） 　（　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算　　５～15％

職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算　　５～15％

（　1.50） 月分 （　　0.70） 月分（-） 月分 （-） 月分

2.75 月分 1.40 月分2.75 月分 1.40 月分

③　職員の手当の状況

　ア　期末手当・勤勉手当

海 南 市 水 道 事 業 海南市（一般行政職）

１人当たり平均支給額（平成21年度） １人当たり平均支給額（平成21年度）

（注） 　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

団 体 平 均 45.6 366,719

360,556 425,102

②　職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況　（平成22年４月１日現在）

区 分 平 均 年 齢 基 本 給 平 均 月 収 額

千円

25 112,995

546,495

海 南 市 46.8

15,218 42,786 170,999 6,840 6,566

（参考）類似団体平均

期 末 ・ 勤 勉 手 当

1,711 千円 1,517 千円

　イ　特記事項

-

職 員 手 当

千円 千円

一 人 当 た り

千円 千円

区 分 職員数 給 与 費

865,489

21年度 千円

千円

計　Ｂ 給与費 Ｂ/Ａ 一人当たり給与費

％

Ａ 給 料

66,719 207,108

総 費 用 に 占 め る （参考）

23.9 25.2

Ａ Ｂ Ｂ/Ａ

千円 千円 ％21年度

職 員 給 与 費 比 率 20年度の総費用に占める

区 分 総費用

実 質 収 支

純 損 益 又 は

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

（平成21年度支給割合） （平成21年度支給割合）

　ア　決算

職 員 給 与 費

８　　公営企業職員の状況　

（１）　水道事業

①　職員給与費の状況

職 員 給 与 費 比 率



　カ　その他の手当　（平成22年４月１日現在）

一般行政職の 一般行政職の

制度との同異 制度との異な

る内容

同じ

同じ

同じ

同じ

同じ

同じ

同じ

同じ

同じ

同じ

千円

　エ　特殊勤務手当　（平成22年４月１日現在）

支給実績　（平成21年度決算） 3,732 千円

従事１日につき 200円

主 な 支 給 対 象 業 務 左記職員に対する支給単価

職員１人当たり平均支給年額　（平成20年度決算）

支給実績　（平成20年度決算） 6,325 千円

手　当　名

301 千円

　オ　時間外勤務手当

千円職員１人当たり平均支給年額　（平成21年度決算） 196

支給実績　（平成21年度決算） ― 千円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２１年度） ― ％

― ―
危険を伴う水道修繕工事に従事した
とき

支給職員１人当たり平均支給年額　（平成２１年度決算） ― 円

手当の種類　（手当数） 3

手 当 の 名 称 主 な 支 給 対 象 職 員

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

管理職員特別勤
務手当

管理職手当を支給される職員が週休日、休日に勤務した場
合。勤務１回につき 部長級8,000円 課長級6,000円

－ 千円 － 円

夜間勤務手当
正規の勤務時間として午後10時から翌午前5時までの間に
勤務した場合 1時間あたりの給与額×25/100

－ 千円 － 円

315 28,636 円休日勤務手当
休日(祝祭日、年末年始)の正規の勤務時間中に勤務した場
合 １時間あたりの給与額×135/100

行政職給料表の職務の級５級の職員のうち重要な業務を所
掌する課等の長の職にあるもの
月額50,000円

行政職給料表の職務の級５級の職員のうち上記の条件に該
当しないもの
月額40,000円

円管理職手当

行政職給料表の職務の級７級の職員
月額70,000円

3,600 千円 600,000

52,136 円
交通用具使用者
(片道の通勤距離2km以上の職員に支給)
通勤距離に応じて2,500円～26,000円

通勤手当

交通機関利用者
最高支給限度額55,000円

1,147 千円

千円・自宅を所有している職員2,500円

(新築、購入５年間4,000円)

住居手当 74,638 円

・借家、アパート等を借り受け月額12,000円を超える家賃
を支払っている職員家賃に応じ27,000円を限度として支給

1,413

扶養手当 円

・配偶者以外の扶養親族のうち１人につき6,500円

・配偶者のいない職員の扶養親族のうち１人目11,000円

・16歳から22歳までの子１人につき5,000円

・配偶者13,000円

4,532 千円 206,000

平均支給年額

（２１年度決算）

（２１年度決算）

従事１日につき 1,000円

内容及び支給単価

支給実績 支給職員１人当たり

― ―
職員が災害等により他の自治体に派
遣され、応急作業又は災害調査業務
に従事したとき

― ―

職員が深夜（午後10時から翌日の午
前５時までの間をいう。）の一部又は
全部において呼び出しを受けた緊急
の業務に従事したとき

従事１回につき 1,000円



人

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。

２　職員数は、平成22年３月31日現在の人数です。

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、21年度に退職した職員に支給された平均額です。

千円

352,930

24,055 千円

43.5 320,885 375,499

職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算　　５～25％

職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算　　５～15％

26,272

37.8

千円

38.8

458,998

1,965

49.8 505,694 991,072

43.6 568,024 1,362,558

-

②　職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況　（平成22年４月１日現在）

区 分 平 均 年 齢 基 本 給 平 均 月 収 額

千円

147 585,763 190,430 214,491 990,684 6,739 6,852

309,918

千円

　イ　特記事項

289,210

基 本 給 平 均 月 収 額

１人当たり平均支給額 １人当たり平均支給額

59.28 月分 59.28 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置2～20％ その他の加算措置 定年前早期退職特例措置2～20％

月分 59.28 月分

最 高 限 度 額 59.28 月分 59.28 月分 最 高 限 度 額

月分

勤 続 ３ ５ 年 47.50 月分 59.28 月分 勤 続 ３ ５ 年 47.50

月分 勤 続 ２ ５ 年 33.50 月分 41.34勤 続 ２ ５ 年 33.50 月分 41.34

団 体 平 均

区 分 平 均 年 齢

事 務 職 員

自己都合

職 員 給 与 費 総 費 用 に 占 め る （参考）

Ｂ/Ａ 職 員 給 与 費 比 率

千円 ％

43.5

実 質 収 支

Ａ Ｂ

（１）　病院事業

2,276,230 -30,044 990,684

期 末 ・ 勤 勉 手 当 計　Ｂ 給与費 Ｂ/Ａ

56.7

区 分

勤 続 ２ ０ 年 23.50 月分 30.55 月分

職 員 手 当

千円

職員数 給 与 費 一 人 当 た り

一人当たり給与費

（参考）類似団体平均

千円 千円 千円

Ａ 給 料

自己都合 勧奨・定年

勤 続 ２ ０ 年 23.50 月分 30.55 月分

（ 支 給 率 ） 勧奨・定年 （ 支 給 率 ）

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注） 　（　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

　イ　退職手当　（平成22年４月１日現在）

海 南 市 病 院 事 業 海南市（一般行政職）

月分

（　1.50） 月分 （　　0.70） 月分 （　1.50） 月分 （　　0.70） 月分

勤勉手当 期末手当 勤勉手当

区 分

2.75 月分 1.40 月分 2.75 月分 1.40

期末手当

千円 1,476 千円

１人当たり平均支給額（平成21年度）

1,452

③　職員の手当の状況

　ア　期末手当・勤勉手当

看 護 師

平 均 年 齢 基 本 給 平 均 月 収 額

21年度

医 師

団 体 平 均

（注） 　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

千円

純 損 益 又 は

職 員 給 与 費 比 率 20年度の総費用に占める

21年度 千円 ％

①　職員給与費の状況

　ア　決算

44.3 345,719 527,590

区 分 総費用

団 体 平 均

（平成21年度支給割合） （平成21年度支給割合）

海 南 市 病 院 事 業 海南市（一般行政職）

１人当たり平均支給額（平成21年度）



271,042

　オ　時間外勤務手当

― 尿、血液等を検査する作業補助者 ― 月額 １,000円

―
職員が災害等により他の自治体
に派遣され、応急作業又は災害
調査業務に従事したとき。

― 従事１日につき 1,000円

―
助産師の職にある職員であって、
助産の業務に従事するもの

― 月額 3,000円

―
尿、血液等を検査する臨床検査
技師及び衛生検査技師

― 月額 2,000円

従事１回につき 2,900円

― ―

看護師又は助産師が深夜において
行われる外来患者の看護等の業務に
従事したとき(手術のために看護等の
業務に従事したときは、除く。）

１勤務日につき 1,000円

―

看護師又は助産
師が正規の勤務
時間による勤務の
一部又は全部が
深夜において行
われる看護等の
業務に従事したと
き

深夜における勤
務時間が４時間以
上である場合

深夜における勤
務時間が４時間未
満である場合

―

―

― ―

― ― ％

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

看護相談専門員の職にある職員

職員１人当たり平均支給年額　（平成20年度決算）

329,392 円

院長、副院長、部長、医長、主任
医師

―

円

月額 3,000円

従事１回につき 3,300円

職員１人当たり平均支給年額　（平成21年度決算）

140,000円

職長手当相当月額

支給実績　（平成20年度決算） 38,488 千円

病院内診療手当相当月額 ― ― 管理者が別に定める額

主 な 支 給 対 象 業 務 左記職員に対する支給単価

支給実績　（平成21年度決算） 48,421 千円

医師研究手当相当月額 ― ―

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２１年度） 90.7 ％

院長　月額150,000円
副院長　月額100,000円
部長　月額60,000円
医長　月額30,000円
主任医師　月額15,000円

手当の種類　（手当数） 16

手 当 の 名 称 主 な 支 給 対 象 職 員

　エ　特殊勤務手当　（平成22年４月１日現在）

支給実績　（平成21年度決算） 81,857 千円

支給職員１人当たり平均支給年額　（平成２１年度決算） 661,582 円

人 ―

支給職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算） ― 円

支 給 対 象 地 域 支 給 率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

％

　ウ　地域手当

（平成22年４月１日現在）

支給実績（平成21年度決算） ― 千円

― 看護師長の職にある職員 ― 月額 3,000円

― 薬局長の職にある職員 ― 月額 4,000円

―
放射線作業に従事する放射線作
業補助者

― 月額 1,000円

― 診療放射線技師の職にある職員 ― 月額 3,000円

月額 4,000円

―
当該診療業務１回につき、５万円
を限度として管理者が別に定める
額

― 技師長の職にある職員 ―

病院外診療手当相当額 ―



　カ　その他の手当　（平成22年４月１日現在）

一般行政職の 一般行政職の

制度との同異 制度との異な

る内容

同じ

同じ

同じ

同じ

同じ

同じ

同じ

同じ

同じ

同じ 円
管理職員特別勤
務手当

休日勤務手当

円夜間勤務手当
正規の勤務時間として午後10時から翌午前5時までの間に
勤務した場合 1時間あたりの給与額×25/100

93,034

休日(祝祭日、年末年始)の正規の勤務時間中に勤務した場
合 １時間あたりの給与額×135/100

2,189 千円 26,373

千円

円

総看護師長の職にあるもの
月額70,000円

副総看護師長の職にあるもの
月額50,000円

行政職給料表の職務の級５級の職員のうち重要な業務を所
掌する課等の長の職にあるもの
月額50,000円

行政職給料表の職務の級５級の職員のうち上記の条件に該
当しないもの
月額40,000円

円

16,321

通勤手当

平均支給年額

（２１年度決算）

管理職手当

行政職給料表の職務の級７級の職員
月額70,000円

2,760 千円 690,000

扶養手当

・配偶者13,000円

11,923

手　当　名 内容及び支給単価

支給実績 支給職員１人当たり

（２１年度決算）

円
・自宅を所有している職員2,500円

(新築、購入５年間4,000円)

千円 212,910 円

・配偶者以外の扶養親族のうち１人につき6,500円

・配偶者のいない職員の扶養親族のうち１人目11,000円

・16歳から22歳までの子１人につき5,000円

9,534 千円 146,676 円
交通用具使用者
(片道の通勤距離2km以上の職員に支給)
通勤距離に応じて2,500円～26,000円

住居手当

・借家、アパート等を借り受け月額12,000円を超える家賃
を支払っている職員家賃に応じ27,000円を限度として支給

4,945 千円 103,020

管理職手当を支給される職員が週休日、休日に勤務した場
合。勤務１回につき 部長級8,000円 課長級6,000円

－ 千円 －

交通機関利用者
最高支給限度額55,000円


